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報告の概要
1. 都市化と空間的⼈⼝の変化は時代によって偏りが⽣じる。東京は昭

和初期（1920年代〜1930年代後半）と第２次世界⼤戦後（1950年
〜1960年代前半）に急成⻑。この時代に作られた社会資本のス
トックの多くが現在まで現役で使⽤されている。（現在50〜60歳
代）

2. 道路（橋梁・トンネルを含む）、港湾等の⼟⽊構造物、公共建築等
の公有の⽼朽化
1. 維持・更新による歳出の増加を伴う
2. 維持・更新の財源の確保

3. 住宅やオフィスなど⺠間所有の建築物の⽼朽化
1. 減価償却による税収減を伴うほか、空き家の増加が懸念される。
2. 需要のある都⼼部では適切な更新を促進する必要がある。
3. 区分所有物件の適切な滅却、建替えの促進

4. 公共施設の更新と周辺再開発事例



1．東京都のストックの蓄積
都市化と空間的⼈⼝の変化は時代によって偏りが⽣じる。
東京は昭和初期（1920年代〜1930年代後半）と第２次世界
⼤戦後（1950年〜1960年代前半）に急成⻑。



東京都（区部）の⼈⼝の推移
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⼤都市⼈⼝の推移（⼤都市⽐較統計年表より作成）
札幌市
仙台市
さいたま市
千葉市
東京都区部
川崎市
横浜市
相模原市
新潟市
静岡市
浜松市
名古屋市
京都市
⼤阪市
堺市
神⼾市
岡⼭市
広島市
北九州市
福岡市
熊本市



2．公共施設の⽼朽化
道路（橋梁・トンネルを含む）、港湾等の⼟⽊構造物、
公共建築の⽼朽化は維持・更新による歳出の増加を伴う



東京都における公共施設の⾼齢化

昭和41年度
（1966年度）
以前の建設



参考資料：全国規模での道路構造物（橋梁）の現状
平成25年4⽉国⼟交通省道路局集計

http://www.mlit.go.jp/road/sisaku/yobohozen/yobo1_1.pdf



参考資料２：全国規模での道路構造物（トンネル）の現状
平成25年4⽉国⼟交通省道路局集計

http://www.mlit.go.jp/road/sisaku/yobohozen/yobo1_1.pdf





社会資本ストック（公共施設）の
維持更新経費



３．住宅等⺠間建築物の⽼
朽化への対応
減価償却による固定資産税収⼊源
区分所有物件（分譲マンション）の更新・滅却問題
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住宅の所有の関係、建て⽅別住宅数
（総務省「平成25年住宅・⼟地統計調査」第11表より作成）
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共同住宅の築年別・所有別戸数分布（東京都）

持ち家（区部） 持ち家（市町村） 借家（区部） 借家（市町村）

※総務省「平成25年住宅・⼟地統計調査」より作成
（参考）1962年に建物の区分所有等に関する法律（区分所有法）成⽴

築47年以上

築37年以上



共同住宅の増加に伴うリスク
原価償却資産の耐⽤年数（住宅）

⽊造住宅（22年）
鉄⾻鉄筋コンクリート・鉄筋コンクリート造
住宅（47年）

マンションストックの増⼤によるリスク
建物の建て直しや解体には所有者の4/5以上の
賛成と議決権の4/5 以上の賛成による決議が
必要。

建物の解体費⽤も⾼額→⽊造⼾建て住宅と⽐
較して建替え・解体が極めて困難

空き家の増加による外部不経済の発⽣



4．公共施設の更新と周辺都
市開発の事例



ボストンのビッグ･ディッグプロジェクト
事業後（事業中の予想図）



GIS(地理情報システム）を⽤いた空間実証
分析(Tajima 2003)
 都⼼における⾼架⾼速道路
の地下化及び公園の整備が
周辺環境に与える効果の定
量化
 美観の確保
 休憩・レクリエーションの場を
提供する

 都市の「イメージ」の向上

 ヘドニック価格法：（経済学的）環境便益の計測⼿法
 環境財（⾮市場財）によって周辺不動産価格がどれだけ変化
するか、統計的な⼿法により推定する⽅法。

 使⽤したデータ
 ボストン市における固定資産税評価データ (16,000件の集合住宅住
⼾)

 住⼾評価額, 居住⾯積, 居住室数等

 GISによって抽出した住⼾についての位置情報
 公園への距離，地下鉄駅への距離，⾼速道路への距離，⽔辺への距離・・・



ボストンの⼟地利⽤と住宅データ
（ビッグ・ディッグ事業前）



ボストンの⼟地利⽤と住宅データ
（ビッグ・ディッグ事業後）



ヘドニック価格法による都市公園の環境
便益の評価（２）：モデル
最⼩⼆乗法 (OLS)による推定
n= 16,044 (ボストン都⼼部における集合住宅住⼾)

uzipXXP jiij  )(lnlnln 32211 
i:集合住宅の「住戸」, j: 集合住宅の「建物」
P: 住戸の評価額
X1:住戸の物理的特徴（居住面積，部屋数・・）を要素とす
るベクトル
X2: 住居の立地（公園や地下鉄駅，高速道路への距離）を
要素とするベクトル
zip: 郵便番号コードによるダミー変数のベクトル（モデル
で説明できない「地域」の特徴を吸収するため導入）
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⾼速道路の撤去と緑地の創出による
不動産価格上昇分（予測値）の合計

Price Ratio 

Price Future/ Past Price



都⼼部での環境の変化（１）

 ⾼架⾼速道路の撤去・地下化と緑地の整備により、景観
や⼤気汚染が改善。

 分断されていた都市が再び結びつき、歩⾏者の通⾏が改
善し、観光地へのアクセスも格段に向上。

2000年8月 2005年5月



都⼼部の環境の変化（２）

倉庫や雑居ビルとして使われていた建物が、
眺望を売りにした⾼級マンションへとリノ
ベーションされた。

2000年8月 2005年5月



地域コミュニティによる公共空間の維持
管理費⽤負担の主要事例
ニューヨーク市ブライアント公園におけるBID 

(Business Improvement District)制度、
周辺の商業⽤建物の所有者から，床⾯積1㎡あたり年間1.72
ドルの特別税を徴収し，公園の運営費に充てる。

ボストンにおけるローズ･ケネディ緑道保全機構
（NYのConservancy制度を参考にしている）
 2004年〜 関係機関（市，州，⾼速道路局）が合同で出資
してNPO組織（財団）を設⽴→公園の運営に当たることが
決定。Rose Fitzgerald Kennedy Greenway 
Conservancyの設⽴。永続的な運営のために必要な基本財
産5000万ドルを寄付によって集めることが決定される。

 2007年末までに、Conservancyが寄付（市⺠,周辺企業，
ケネディ家など）により2100万ドルを確保。州道路局が
1000万ドル拠出することに同意。州政府から⾃動⾞登録税
を財源として毎年550万ドル拠出


